
2021年4月1日

厚生労働省医政局医事課

医師等医療従事者働き方改革推進室

医師の働き方改革と臨床研修

働き方改革を、より良い臨床研修の場の形成につなげるために



医師の働き方改革の制度概要



医師の働き方改革はなぜ必要か？
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• 人口減少社会において、社会を維持するためには、柔軟な働き方を可能とし、様々な制約のある方にも働

いてもらえる環境が必要（⇒子育て中の医師等の活躍機会を増やす等）

• また、少ない人員でも機能する働き方への変革が必要（⇒チーム医療の推進等）

社会構造の変化への対応

• 持続可能な医療提供体制の構築を通じ、地域医療提供の確保を。

• 医療の質と安全の確保のためにも、医師の勤務環境を改善し、休息を確保した働き方へ変わる必要がある。

（長時間労働は睡眠不足を招き、医療安全が脅かされることが確認されている。）

安全な医療の提供のためにも

• 医師にしかできない業務に集中することで、やりがいの向上へ

• 自分で自由に差配できる時間（自己投資時間）を増やすことで、家族時間の確保／研鑽時間の充実／研究

時間の確保等自らのキャリア志向に沿った行動を可能に。

医師本人にとっても

【医療事故やヒヤリ・ハットの経験（勤務時間区分ごと）】

（出典）平成29年度厚生労働省・文部科学省委託「過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業報告書（医療に関する調査）」

（平均的な１ヶ月における実勤務時間）

Belenky et al, J Sleep Res 2003Dawson & Reid, Nature 1997

【睡眠と作業能力の関係（第５回検討会 高橋正也参考人報告資料より抜粋）】

経営の視点：働き手の獲得競争への対応 ※医療機関間／他業種間



医師の働き方改革



連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準医師に対する

追加的健康確保措置について

面接指導・勤務間インターバル・代償休息



追加的健康確保措置（面接指導）

１か月の時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる医師が面接指導の対象となります。



面接指導の実施時期について
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水準 Ａ水準 Ａ・Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準 Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準

時間外・休日労働が100時間
以上となる頻度

低い 高い

睡眠及び疲労の状況の
事前確認の実施時期

当該月の時間外・休日労働が80時間を超
えた後

ある程度の疲労蓄積が想定される時期
（当該月の時間外・休日労働が80時間前
後となる時期が望ましい）

※ただし、当該月の時間外・休日労働が
100時間に到達する前に実施しなければ
ならない。

毎月あらかじめ決めておいた時期に行う
ことも可能

※ただし、当該月の時間外・休日労働が
100時間に前に実施しなければならない。面接指導の実施時期

事前確認で一定の疲労の蓄積が予想され
る場合注は当該月の時間外・休日労働が
100時間に到達する前に実施しなければ
ならない。

11/1 12/111/22 11/24 11/26 11/28

疲労度確認 面接指導

11/3080時間到達後に疲労度確認を行い、一定の疲労
蓄積ありの場合は、100時間到達前に面接指導を
実施（無しの場合は、100時間到達後でも可）

11/1 12/111/24

100時間到達

11/12 12/10

疲労度確認
＆面接指導

疲労度確認
＆面接指導

11/22

80時間到達

11/1 12/111/26

100時間到達

11/18

疲労度確認
＆面接指導

11/22

80時間到達

80時間到達 100時間到達

面接指導

ある程度の疲労蓄積が想定される時期（80時間
到達前後の時期が望ましい）に面接指導を実施

毎月あらかじめ決めておいた時期に
面接指導を実施することも可能

注 一定の疲労蓄積が予想される場合とは下記のいずれかに該当した場合である。
① 前月の時間外・休日労働時間数：100時間以上 ② 直近2週間の1日平均睡眠時間：6時間未満
③ 疲労蓄積度チェック：自覚症状がIV又は負担度の点数が4以上 ④ 面接指導の希望：有
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中間とりまとめ
参考資料



面接指導実施医師養成講習会に関するホームページ
「医師の働き方改革 面接指導実施医師養成ナビ」

長時間労働医師への面接指導に関する情報を掲載（面接指導実施医師養成講習会は令和４年内に開始予定）
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https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/



連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制・代償休息等について
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（１） 勤務間インターバルを次の２種類の方法により確保する。

①始業から24時間以内に９時間の連続した休息時間を確保

を基本とし、

②始業から46時間以内に18時間の連続した休息時間を確保（宿日直許可のない宿日直に従事させる場合）

＊ 宿日直許可のある宿日直に連続して９時間以上従事する場合は、９時間の連続した休息時間が確保されたものとみなす。

（２） 代償休息を付与することを前提として勤務シフト等を組むことは、原則として認められない。

＊ 個人が連続して15時間を超える対応が必要な業務が予定されている場合は、代償休息の付与を前提とした運用を認める。ただし、当

該業務の終了後すぐに代償休息を付与すること。

代償休息の基本ルール

勤務シフト等を組むに当たっての基本ルール

（３） 予定された９時間又は18時間の連続した休息時間中にやむを得ない理由により発生した労働に従事した場

合は、当該労働時間に相当する時間の代償休息を事後的に付与する。（翌月末までに付与する。）

＊ 宿日直許可のある宿日直に連続して９時間以上従事する場合に、当該連続した９時間の間に通常の勤務時間と同態様の労働が発
生し十分な睡眠が確保できなかった場合は、管理者は、当該労働時間に相当する時間の休息を事後的に付与する配慮義務を負う。

※義務対象はＢ・連携Ｂ・Ｃ水準の適用となる医師。Ａ水準の適用となる医師については努力義務。

※Ｃ-１水準が適用される臨床研修医については次頁参照。

令和３年９月15日 第15回 医師の働き方改革の推進に関する検討会 資料１



連続勤務時間制限・勤務間インターバル規制・代償休息等について（Ｃ-１水準が適用される臨床研修医）
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（１） 勤務間インターバルを次の２種類の方法により確保する。

①始業から24時間以内に９時間の連続した休息時間を確保

を原則とし、

②始業から48時間以内に24時間の連続した休息時間を確保
（臨床研修における必要性から、指導医の勤務に合わせた24時間の連続勤務時間とする必要がある場合）

＊ 宿日直許可のある宿日直に連続して９時間以上従事する場合は、９時間の連続した休息時間が確保されたものとみなす。

代償休息の基本ルール

勤務シフト等を組むに当たっての基本ルール

（２） 代償休息の必要がないように勤務間インターバルの確保を徹底することを原則とする。

＊ ただし、以下を要件として代償休息の付与を認める。

①臨床研修における必要性から、オンコール又は宿日直許可のある宿日直への従事が必要な場合に限る。

②臨床研修医の募集時に代償休息を付与する形式での研修を実施する旨を明示する。

③代償休息を付与する期限は、以下のとおりとする。

・「当該診療科の研修期間の末日」又は「翌月末」までのいずれか早い日までの間に付与する。

・ 「翌月末」より前に「当該診療科の研修期間の末日」を迎える場合は、 「当該診療科の研修期間の末日」までに代償休息を付与する

ことが困難である場合に限り、「翌月末」までに付与するものとする。



勤務間インターバルと代償休息に関するルールの設定を
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中間とりまとめ（抜粋）

○ 連続勤務時間制限及び勤務間インターバルを実施で

きなかった場合の代償休息の付与方法については、対象

となった時間数について、所定労働時間中における時間

休の取得又は勤務間インターバルの延長のいずれかに

よることとするが、疲労回復に効果的な休息の付与の観

点から以下のような点に留意する。

・ 勤務間インターバルの延長は、睡眠の量と質の向上

につながる

・ 代償休息を生じさせる勤務の発生後、できる限り早く

付与する

・ オンコールからの解放、シフト制の厳格化等の配慮に

より、仕事から切り離された状況を設定する

また、代償休息は予定されていた休日以外で付与す

ることが望ましく、特に面接指導の結果によって個別に必

要性が認められる場合には、予定されていた休日以外に

付与する。

代償休息付与の留意事項



集中的技能向上水準

Ｃ-１水準について

Ｃ-１水準とは・・・

『臨床研修医・専門研修中の医師が一定の知識・手技を身につけるために必要な診
療経験を得る期間が長期化し、学習・研鑽に積極的な医師の意欲に応えられない
上、医師養成の遅れにつながるおそれ（中略）があり、ひいては医療の質及び医療
提供体制への影響が懸念される』
ことから、こうした業務に従事する医師に適用する
時間外・休日労働の上限時間の水準として設けることとしたものである。
（医師の働き方改革に関する検討会報告書より抜粋）



連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準
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所属する医師に異なる水準を適用させるためには、医療機関はそれぞれの水準についての指定を受ける必要がある。
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複数医療機関にまたがる臨床研修プログラムにおける想定労働時間の記載方法

Ｘ
病
院
○
○
臨
床
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

病院名
（基幹・協力）

所在地
（都道府県）

時間外・休日労働
（年単位換算）
想定最大時間数

おおよその
当直・日直回数

＊宿日直許可が取れてい
る場合はその旨記載

参考

時間外・休日労働（年単位換算）
前年度実績

Ｘ病院（基幹） 東京都 1600時間
月１・２回
宿日直許可なし

約1700時間
対象となる臨床研修医 35名

（2021年度）

イ病院（協力） 東京都 900時間
月１～３回
宿日直許可あり

約860時間
対象となる臨床研修医 ５名

うち１名は３ヶ月の研修休止あり
（2021年度）

ロ病院（協力） 東京都 1500時間
夜間の勤務が週１回（救
急科研修を目的としてい
るため）

約1580時間
対象となる臨床研修医 ２名

（2021年度）

ハ病院（協力） 山口県 100時間
臨床研修医の当直・日直
なし

臨床研修医の受入がないため
実績値なし

ニ病院（協力） 富山県 1600時間
月１回
○○科と△△科のみ宿日
直許可あり

約1800時間
対象となる臨床研修医 ２名

（2021年度）

例：X病院を基幹型臨床研修病院としたＸ病院○○臨床研修プログラムの場合

※医師の働き方改革の推進に関する検討会において、毎年の研修医募集において、研修プログラム内の他の医療機関での労働時間も含め、
募集前年度実績と想定時間外・休日労働時間数、当直・日直のおおよその回数と宿日直許可の有無を記載することとしている。

第１回 医道審議会医師分科会医師臨床研修部会（令和３年９月24日）資料２ 一部改変



Ｃｰ１水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準の指定を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医療提供体
制全般としても医師の長時間労働を前提とせざるを得ないことについて議論を行う。その際、地域の医療提供体制は、地域の医師の確保
と一体不可分であるため、地域医療対策協議会における議論との整合性を確認する。

地域医療対策協議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準指定の妥当性を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性があり、地域医療介護
総合確保基金事業の計画や医師確保関連予算の執行計画等、都道府県の実情に照らし、医師の確保を図るために必要と思われる事
項について協議を行い、地域の医療提供体制への影響を確認する。

議論の結果を反映
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医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-１水準（プログラム／カリキュラム別）の指定申請

特に、各プログラム／カリキュラムの「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の記載」が明示されている資料を添付（※）

Ｃ-１水準指定申請受付

※ 医政局医事課医師臨床研修推進室または各学会が求める、各医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の明示方法に沿って作成した資料で代用することも可能。

Ｃ-１水準指定結果通知

○ 臨床研修においては、基幹型臨床研修病院の年次報告の締切が毎年4月30日である。「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」
については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から記載事項とする予定である。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表される。

○ 専門研修においては、基幹施設がプログラム／カリキュラムを作成し、基本領域学会の一次審査、日本専門医機構の二次審査を経て、例年秋頃に認定
され、その後専攻医の募集が開始される。

※ Ｃ-１水準の指定が申請されていない場合であっても、都道府県独自の調査等に基づき、地域医療対策協議会におけるＣ-１水準指定に関する議論を行うことは可能。
また、議論のために地域医療対策協議会を複数回開催することも可能。



まずは、医師の勤務実態の把握を
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2024年４月に向けて、本年度中早期に労働時間（実態）を把握し、ゴール（どの水準を目指すか）を設定し、取組（医

師労働時間短縮計画の作成等）を開始することが必要。

大学病院での勤務予定　（ □ あり　□ なし） ⇦ どちらかに「✔」（事前に予定されていない業務のために勤務した場合は「なし」としてください。）

大学病院以外での勤務予定　（ □ あり　□ なし） ⇦ どちらかに「✔」（事前に予定されていない業務のために勤務した場合は「なし」としてください。）

研究

教育

研鑽

その他の業務

※大学病院以外の勤務に従事した際は、矢印のヨコに「問２」で回答したその他の勤務先（外勤等）の番号を付してください。（例：①、②など）

研究

教育

研鑽

その他の業務

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:0019:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:0013:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:007:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00

その他の診療業務

診
療
外
業
務 診療外業務のうち、指示無

宿直・日直

宅直・オンコール

6:00

診療外業務のうち、指示無

宿直・日直

宅直・オンコール

大
学
病
院
以
外
の
勤
務

移動時間

診
療
業
務

外来

病棟

在宅

手術・検査・処置

5:00 6:00

大
学
病
院
の
勤
務

診
療
業
務

外来

病棟

在宅

手術・検査・処置

その他の診療業務

診
療
外
業
務

23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:0017:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:0011:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

　11月　　16　日（月）

6:00 7:00 8:00 9:00 10:00

✔
✔

✔

医師の勤務実態把握マニュアル

第12回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和３年7月１日開催）において、参考資料としてご呈示しております。
ぜひ、ご活用ください。



臨床研修医と時間外労働の上限規制－各立場において、まず求められるものとは？－

臨床研修医本人

17

各医療機関の労働時間の考え方（自己研鑽と労働の切り分け）について理解すること

労働時間に該当するもの 労働時間に該当しないもの

A 診療に関するもの A 休憩・休息

１ 病棟回診 １ 食事

２ 予定手術の延長、緊急手術 ２ 睡眠

３ チャーティング ３ 外出

４ サマリー作成 ４ インターネットの閲覧

５ 外来の準備 B 自己研鑽

６ オーダーチェック １ 自己学習

７ 診療上必要不可欠な情報収集 ２ 症例見学

B 会議・打合せ ３ 参加任意の勉強会・カンファレンス

１ 必須出席者である会議・委員会 C 研究・講演その他

２ 参加必須の勉強会・カンファレンス １ 上長の命令に基づかない学会発表の準備

C 研究・講演その他 ２ 上長の命令に基づかない外部講演等の準備

１ 上長の命令に基づく学会発表の準備 ３ 上長の命令に基づかない研究活動・論文執筆

２ 上長の命令に基づく外部講演等の準備

３ 上長の命令に基づく研究活動・論文執筆

（※） 聖路加国際病院の事例を元に、厚生労働省医政局において作成

【取組事例】 労働時間該当性の取扱いの明確化
自己研鑽など労働時間に該当するものとしないものを明確化し、院内で周知



臨床研修医と時間外労働の上限規制－各立場において求められるものとは？－

臨床研修指導医
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臨床研修医に対する研修の効率化に向けた具体策と、時間外労働の上限規制が課される中での研修の質の担保

研修の効率化とは？
◆医師の働き方改革の推進に関する検討会 中間とりまとめ（令和２年12月22日） 抜粋

単に労働時間を短くすることではなく、十分な診療経験を得る機会を維持しつつ、

カンファレンスや自己研鑽などを効果的に組み合わせるに当たり、

マネジメントを十分に意識し、労働時間に対して最大の研修効果をあげること



臨床研修医と時間外労働の上限規制－各立場において求められるものとは？－

臨床研修指導医
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臨床研修医に対する研修の効率化に向けた具体策と、時間外労働の上限規制が課される中での研修の質の担保

医師労働時間短縮計画内に最低1つの取組を記載



臨床研修医の働き方改革？



勤務環境改善マネジメントシステムの流れ

各医療機関の取組

推進体制整備
シート

現状分析シート

現状診断・
対策立案シート

アクションプラ
ンシート

ＰＤＣＡ運営
シート

マネジメントシステム
導入の支援ツール
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ステップ１

方針表明

ステップ２

体制整備

ステップ３

現状分析

ステップ４

目標設定

ステップ５

計画策定

ステップ６

取組の実施

ステップ７

評価・改善

トップによる取組の方針を周知

多職種による継続的な体制

客観的な分析により課題を明確化

ミッション・ビジョン・現状から、目標設定

目標達成のための実施事項を決定

１つ１つ着実で継続的な実践

成果を測定し、次のサイクルにつなげる

経
営
ト
ッ
プ
に
よ
る
積
極
的
な
関
与
が
必
要

医療分野の「雇用の質」向上のための勤務環境改善マネ
ジメントシステム導入の手引き（改訂版）

医師の「働き方改革」へ向けた医療勤務環境改善マネジ
メントシステム導入の手引き より

ポ
イ
ン
ト
①

ポ
イ
ン
ト
②

•自医療機関にとって必要なステップのみを参考にする

ステップ1から取組む必要はなく、自医療機関で改善を進めて行く上で改善が必要なステップを参
考にしてください

•取組開始の初期では小さな成功を積み重ねる

勤務環境改善は継続することが重要ですが、最初から達成困難な目標を掲げた場合には職員のモ
チベーションが低下し、取組みが止まってしまう可能性があります。まずは達成し易いものから取
組みを開始しましょう



まとめ



働き方改革の目指す先

■医師を含め、医療機関で働くすべての人の
働き方改革を進め、

誰もが、心身の健康を維持しながら
いきいきと医療に従事できる状況の実現

今は多忙な医師・医療従事者も、

そういう状況の実現

⇒よりよい質の医療の提供へ

・自己研鑽に十分な時間を割くことができる
・研究にも十分に力を注げる、
・十分な休息で疲労を回復し、笑顔で働ける、
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